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 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局（港湾空港関係）が
発注し完成した工事がある者に対して、現場
代理人と監理技術者の兼務を認めないことと
する試行対象工事である。（詳細は入札説明書
による。）
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札価格調査時の重点調
査の内容が著しく乖離した場合においては、
施工体制台帳の確認やヒアリング等を実施
し、乖離理由を検討したうえで、場合によっ
ては工事成績評定を減じる試行対象工事であ
る。
 本工事は、若手の主任（監理）技術者を定
期的に指導する経験豊富な技術者（技術指導
者）を配置できる「若手技術者登用促進型」
の試行工事である。なお、技術指導者の配置
については、申請書及び競争参加資格確認資
料（以下、「資料」という。）の提出者が選択で
きるものとする。若手主任（監理）技術者は、
公示年度の４月１日時点で満40歳未満の者と
する。
 本工事は、休日を確保した工事について工
事成績評定を評価し、間接工事費の補正を行
う「休日確保評価型」の試行工事である。
 本工事は、「若手技術者を配置」「働き易い職
場環境の整備」及び「担い手育成活動を実施」
について工事成績評定で評価する工事であ
る。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等および特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工事
である。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。なお、本
方式の実施にあたっては、単価等を個別に合
意する方式（「個別合意方式」という。）を基本
とするが、受注者の希望により、単価を一括
的に合意する方式（「一括合意方式」という。）
も可能とする。

 本工事は、発注者が独自に夜間工事におけ
る労務費割増率の設定を行う試行工事であ
る。
 本工事は、工事期間中の真夏日の日数に応
じて、熱中症対策に資する現場管理費の補正
を行う試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体又は単体有資格
業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係）における
平成31・32年度一般競争参加資格業者のうち
空港等舗装工事の資格決定を受けている者で
あること。
 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者（経常建設共同企業体を含む）
にあっては、関東地方整備局（港湾空港関
係）における平成31・32年度一般競争参加
資格業者のうち空港等舗装工事の資格決定
の際に算定した客観点数が、1050点以上
の者であること。（会社更生法（昭和14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については手続
開始の決定後関東地方整備局副局長が別に
定める手続きに基づく一般競争参加資格の
再審査の際に算定した当該空港等舗装工事
における客観点数が1050点以上であるこ
と。）
 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、関東地方整備局（港湾
空港関係）における平成31・32年度一般競
争参加資格業者のうち空港等舗装工事の資
格決定の際に算定した客観点数が、1050
点以上の者であること。（会社更生法（昭和
14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手
続開始の申立てがなされている者について

は手続開始の決定後関東地方整備局副局長
が別に定める手続きに基づく一般競争参加
資格の再審査の際に算定した当該空港等舗
装工事における客観点数が1050点以上で
あること。）

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を本工事に専任で配置できる者であ
ること。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。（詳細は入
札説明書による。）
 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者にあっては、１人の者が、平
成16年４月１日以降に元請けとして、完
成・引渡しの完了した下記に掲げる工事の
施工経験を有する者であること。（共同企業
体の構成員としての施工経験は、出資比率
20％以上であること。ただし乙型共同企業
体の同種工事の施工経験については、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った
分担工事の経験であること。）なお、競争参
加者が甲型特定建設工事共同企業体である
場合は、代表者以外の構成員について、主
任（監理）技術者の工事の施工経験は求め
ない。また、経常建設共同企業体である場
合は、構成員のうち１社の主任（監理）技
術者が下記の施工経験を有していればよ
い。
ア）供用中の空港において、「空港土木施
設」※を施工した工事
イ）アスファルト舗装工を施工した工事
上記ア）、イ）は別件工事でも良いもの
とするが、全ての実績を有すること。
※空港土木施設とは、滑走路、誘導路、エ
プロン、着陸帯、道路、駐車場、空港用
地（のり面、排水施設、護岸）、重要な
構造物（橋梁、函渠）とする。

 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成16年４月１日以降
に元請けとして、完成・引渡しの完了した
下記の施工実績を有する者であること。（共
同企業体の構成員としての施工実績は、出
資比率20％以上であること。ただし乙型共
同企業体の同種工事の施工実績について
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事の実績であること。）

 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者にあっては、平成16年４月１
日以降に元請けとして、完成・引渡しの完
了した下記の施工実績を有する者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率20％以上であること。ただし
乙型共同企業体の同種工事の施工実績につ
いては、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事の実績であること。）
また、経常建設共同企業体である場合は、
すべての構成員に下記の施工実績を有する
こと。
ア）航空機離発着回数10万回／年以上の供
用中の空港において、「空港土木施設」※
を施工した工事
イ）表層面積 49000以上のアスファル
ト舗装工を施工した工事
上記ア）、イ）は別件工事でも良いもの
とするが、全ての実績を有すること。
※空港土木施設とは、滑走路、誘導路、エ
プロン、着陸帯、道路、駐車場、空港用
地（のり面、排水施設、護岸）、重要な
構造物（橋梁、函渠）とする。
なお、当該施工実績が地方整備局（港湾
空港関係）の発注した工事のうち、入札説
明書に示すものに係る施工実績である場合
にあっては、請負工事成績評定要領（平成
21年３月31日付け国港技第105号の２）第
５条第２項に規定する工事成績評定表の評
定点合計（以下、「工事成績評定点」という。）
が入札説明書に示す点数未満であるものを
除く。

ア）供用中の空港において、「空港土木施
設」※を施工した工事
イ）アスファルト舗装工を施工した工事
上記ア）、イ）は別件工事でも良いもの
とするが、全ての実績を有すること。
※空港土木施設とは、滑走路、誘導路、エ
プロン、着陸帯、道路、駐車場、空港用
地（のり面、排水施設、護岸）、重要な
構造物（橋梁、函渠）とする。
なお、当該施工実績が地方整備局（港湾
空港関係）の発注した工事のうち、入札
説明書に示すものに係る施工実績である場
合にあっては、工事成績評定点が入札説明
書に示す点数未満であるものを除く。
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